
秦野市国土強靱化地域計画案のパブリック・コメントの実施結果 

について 

 

１ 意見募集期間 

  令和３年１月１６日（土）から同年２月１５日（月）まで 

２ 意見募集の周知方法 

  広報はだの２月１日号及び市ホームページ 

３ 公表方法 

 (1) ホームページへの掲載 

 (2) 公民館、図書館及び駅連絡所における閲覧 

 (3) 本庁舎行政情報閲覧コーナーにおける閲覧 

 (4) 防災課（担当課等）における閲覧 

４ 意見提出方法 

  郵送、ＦＡＸ、電子メール及び持参の方法による 

５ 提出された意見の内容及びその取扱い等 

内容分類 件数 
意見等への対応区分（※） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

１ はじめに 4 4 0 0 0 0 

２ 第１章 基本的な考え方 2 0 0 0 0 2 

３ 第２章 脆弱性評価 4 1 0 0 0 3 

４ 第３章 強靱化の推進方針 14 2 1 7 1 3 

５ 第４章 計画の推進 1 0 0 1 0 0 

６ 全体を通じて 9 0 1 2 0 6 

計 34 7 2 10 1 14 

※ 意見等への対応区分 

     Ａ：意見等の趣旨等を計画案に反映したもの 

     Ｂ：意見等の趣旨等は既に計画案に反映されていると考えるもの 

     Ｃ：今後の取組みにおいて参考とさせていただくもの 

     Ｄ：計画案に反映できないもの 

     Ｅ：その他（感想、質問等）  



№ 章 該当ページ 御意見・提案等の概要 区分 御意見等に対する考え方

1 はじめに 2 分野別計画に都市マスタープランを記載した方がよいのではないか。 Ａ いただいた御意見を参考に、修正しました。

2 はじめに 3 秦野の地形について、急傾斜地が多い等、計画に表記してはどうか。 Ａ いただいた御意見を参考に、文言を追加しました。

3 はじめに 3
秦野の盆地という地形的な特性から、急傾斜地や河川が多く、災害に関するリ
スクや課題がよく伝わるような写真や文言を入れていただきたい。

Ａ いただいた御意見を参考に、文言を追加しました。

4 はじめに 3

「１　計画策定の趣旨」
秦野は、北側に丹沢山塊が連なり、南側には渋沢丘陵があるなど、県下で唯一
の典型的な盆地を形成しているので、地理的・地形的・気象的な特性があるた
め、それを起因とする災害に苛まれていると思うので、その旨も記載するべき
だと思います。

Ａ いただいた御意見を参考に、文言を追加しました。

5 第１章 4

「２　事前に備えるべき目標」
「基本目標」で、市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化について記載さ
れていますが、事前に備えるべき目標の各項目に、この旨について記載されて
いないので、新規項目を設けるか、（1）～（8）の文章内に併せて記載するべ
きだと思います。

Ｅ いただいた御意見は、今後の取り組みの参考とさせていた
だきます。

6 第１章 4
「（7）制御不能な二次災害を発生させない」とありますが、制御可能な二次
災害については発生しても問題ないように読み取れます。単に「二次災害を発
生させない」では、文章表現として問題あるのでしょうか。

Ｅ

起きてはならない最悪の事態は、国の基本計画及び県の地
域計画と文言について調和を図るため、基本的に同じ表現
をしております。したがって、制御可能は二次災害につい
て発生しても良いということではありません。

7 第２章 5
１－５におけるリスクシナリオ「大規模な火災・・・後年度にわたり地域の脆
弱性が高まる事態」とありますが、具体的に、後年度にわたる地域の脆弱性が
高まる事態とは、どのような事態でしょうか。

Ｅ

例えば、地震や大雨により土砂崩れが発生した場合、復旧
するまでの間、そのがけは更なる崩壊を起こす危険性があ
ります。その崩壊の規模が大きい不ほど、対策工事等が完
了するまで時間がかかりますので、その間、地域の脆弱性
が高まることとなります。

8 第２章 6

７－４におけるリスクシナリオ「ため池、ダム、防災設備、天然ダム等の損
壊・機能不全による二次災害の発生」とありますが、勉強不足で申し訳ありま
せんが、秦野市にダムや天然ダムはあるのでしょうか。それがなければ、わざ
わざ記載する必要はないと思います。

Ｅ

起きてはならない最悪の事態は、国の基本計画及び県の地
域計画と文言について調和を図るため、基本的に同じ表現
をしております。
本市にダムはありませんので、推進する施策には入ってお
りません。

9 第２章 6
８－４におけるリスクシナリオ「新幹線等の基幹インフラの損壊により復旧・
復興が大幅に遅れる事態」とありますが、市域内に新幹線は通過していません
が、幹線との誤りでしょうか。

Ｅ

起きてはならない最悪の事態は、国の基本計画及び県の地
域計画と文言について調和を図るため、基本的に同じ表現
をしております。
本市は新幹線が通過しておりませんので、推進する施策に
は入っておりません。

10 第２章 7

「４　政策分野の設定」
２行目「・・・次の６つの個別政策分野と１つの横断的分野を設定します。」
とありますが、７ページ以降に表記されていますが、「次の・・・」と記載し
ているので、ここでも各分野名を記載するべきです。
また、７ページ以降では分野名のみ記載しているので、各分野がどのような概
要であるかも、ここで併せて記載するべきです。

Ａ いただいた御意見を参考に、文言を追加しました。

11 第３章 30
計画として少し見にくい作りになっているため、わかりやすい構成やＫＰＩの
目標数値について説明を入れる等できないか。

Ａ いただいた御意見を参考に、文言を追加しました。

12 第３章 30
沿岸部は津波被害等、甚大な被害が想定される。他都市への支援策等広域的な
取り組みを検討することで、国土強靱化が図られるのではないか。

Ｃ
いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

13 第３章 30
家具転倒防止は全国的な課題だと思う。阪神大震災でも多くの方が犠牲になっ
ているので、計画に記載されているが積極的に取り組んでいただきたい。

Ｃ
いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

14 第３章 30
「避難場所の確保・整備」
３行目「・・・防災上必要な整備を進めるとともに」とありますが、具体的に
どのような整備を指しているのか、示すべきだと思います。

Ｃ いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

15 第３章 31

「避難所の確保・整備」
「３５ページに記載されている「避難場所の確保・整備」の「避難場所」、こ
のページで記載されている「避難場所」と、同じ言葉に思えますが、具体的な
違いを教えてください。

Ｅ

地震による家屋からの落下物や、火災から身を守るために
避難する場所を「避難場所」といいます。また、学校の体
育館や教室、公民館等の避難生活をで寝泊まりできる場所
を「避難所」といいます。

16 第３章 32 「耐震性貯水槽整備計画に基づく地震に強い防災水槽の設置を行う基数」につ
いて、７年間で１基しか増やせないのでしょうか。

Ｃ

耐震性貯水槽整備計画については、３年ごとに１基の設置
目標としており、基礎値年度の令和元年度に設置はありま
せんでしたが、令和２年度に１基設置しております。目標
値については、令和３年度から令和７年度までの５年間を
目標年度としておりますので、目標値は１基となっており
ます。
なお、防火水槽については消火栓と違い占有面積が広く必
要なため、道路及び歩道上への設置が困難となりますの
で、不足地域内での用地確保及び財源等を検討し、計画的
に整備していきます。

17 第３章 32 「通学路安全対策事業」について、緊急案件全件とありますが、具体的にいく
つの件数があるか記載するべきだと思います。

Ａ いただいた御意見を参考に、文言を修正しました。

18 第３章 34

１、河川改修
準用河川整備　１時間あたり50㎜の降雨相当、当面の目標
・いつまで50㎜にこだわるのか、近年は80㎜以上も普通になっている。考慮す
ることも大事である。秦野市独自の目標も大事であると考える。
・国、県との整合性もあると思うが災害は各地の状況で考えることも大事であ
る。
・台風も大型化しており、特に水害（土砂崩れ）には充分考慮願いたい。

Ｃ

今後、国や県、他の市町村の状況により検討します。
市の管理区域である上流で１時間あたり80ｍmの降雨相当に
対応にしても、県の管理区域である下流が同様に対応する
必要があると考えます。

19 第３章 35
令和元年台風１９号では土砂流出が多く発生している。土砂災害対策について
示されているか。

B
第３章推進方針において、土砂災害対策について記載して
います。

20 第３章 37
富士山噴火等に対する記載が少ないが、先進市の取り組み等をよく研究し取り
組んでいただきたい。

Ｃ
いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

「秦野市国土強靱化地域計画案」に対するパブリック・コメントに寄せられた市民からの御意見・提案等
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№ 章 該当ページ 御意見・提案等の概要 区分 御意見等に対する考え方

「秦野市国土強靱化地域計画案」に対するパブリック・コメントに寄せられた市民からの御意見・提案等

21 第３章 38

「水源の森林エリア・・・」とありますが、一般市民からすると、森林の種類
についてわからないと思いますので、注釈が必要だと思います。
また、水源の森林エリアにおける私有林が、全体としていくつある中の、基礎
値および目標値なのかわからないと、達成度が曖昧になると思います。

Ｃ
いただいた御意見は、今後の取り組みの参考とさせていた
だきます。

22 第３章 38

ＫＰＩ一覧
「水源の森林エリアにおける私有林の協力協約等の締結面積」とありますが、
治山対策の指標として、何故、水源の森林エリアにおける私有林の協力協約等
の締結面積を設定するのでしょうか。
大学の授業では、長期施設受委託方式や水源林長期施業受委託事業があると学
びましたが、その方法は設定できないのでしょうか。

Ｅ

治山事業を実施する県と連携し、水源の森林づくり事業を
推進するため、水源の森林エリアにおける私有林の協力協
約等の締結面積を指標として設定しました。
なお、地域水源林長期施業受委託事業における森林整備面
積は、「森林の機能維持」の指標として設定しています。

23 第３章 43

ＫＰＩ一覧
「救急救命士の計画的要請（資格取得者数）」について、これから迎える未曾
有の震災に備えることを考えると、令和７年度の目標値が少ないように感じま
す。また市民や消防職員以外の公務員にも普及すべきだと思いますので、それ
を考えても、もっと多く養成すべきだと思います。

Ｄ

消防本部では令和２年４月１日現在５４名の救急救命士が
配置されており、令和７年度までに年間１名を養成し消防
力の強化に取組んでいます。
本市が派遣している救急救命東京研修所入校資格にはいく
つかの要件がありますので、消防職員以外の職員が救急救
命士の資格を取得することはできません。

24 第３章 47
復興について触れて無いが、最悪の事態にならないように取り組んでいく内容
を示した計画ということか。

Ｅ
最悪の事態に陥らないよう、事前の取組みを中心に記載し
てあります。

25 第４章 62

「第４章　計画の推進」について
ここでは、計画の推進体制、施策の重点化、計画の見直しについて記載されて
いますので、最終章で記載ではなく、第２章など前半で記載するべきだと思い
ます。
「施策の重点化」
表について、人命の保護を最優先とる観点から、重点化するリスクシナリオを
挙げていますが、東日本大震災では、大規模自然災害発生後に、精神的疲労等
による自殺などの人的な理由で、人命を落とすことがありました。
そこで、「８－３　地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興
が大幅に遅れる事態」も重点化する施策の一つだと思います。

Ｃ いただいた御意見は、今後改定する際の参考にさせていた
だきます。

26
全体を
通じて

各施策で担当課が記載されているが、個々で動くのではなく連携して取り組ん
でいただきたい。

E いただいた御意見に留意し、推進していきます。

27
全体を
通じて

地域防災計画等との整合は取れているか。 B
秦野市総合計画や地域防災計画等、分野別計画との調和及
び連携を図っております。

28
全体を
通じて

災害に対応できる地域づくりをしていかなければならない。計画に記載されて
いるがリスクコミュニケーションが大事なので、関係各所と連携していただき
たい。

E いただいた御意見に留意し、推進していきます。

29
全体を
通じて

市街地での地震による火災や、避難所生活の長期化による体調悪化等、懸念さ
れることが多いが、計画に示されているような最悪の事態にならないように取
り組んでいただきたい。

Ｅ いただいた御意見に留意し、推進していきます。

30 全体を
通じて

地域防災計画が既に策定されている中、策定する目的は何か。 Ｅ

地域防災計画は、地震や洪水などのリスクを特定し、その
リスクに対する対応を取りまとめているものです。
国土強靱化地域計画は、あらゆるリスクを見据えつつ、ど
んな事が起ころうとも最悪な事態に陥る事が避けられるよ
うな「強靱」な行政機能や地域社会、地域経済を事前につ
くりあげていくことを目的として策定します。

31 全体を
通じて

計画期間が１０年間となっているが、期間内に定期的な改定をおこなっていく
ということか。

Ｅ

秦野市総合計画と合わせ令和３年度から令和１２年度まで
の１０年間としますが、計画期間中であっても、社会経済
情勢の変化や施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見
直しを行います。

32 全体を
通じて

防災・減災に関する指針として策定することとなるが、策定後も定期的な見直
しを行い、計画を活かしていただきたい。

Ｃ いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

33 全体を
通じて

計画期間を１０年間としている理由はなにか。 Ｅ

秦野市総合計画と合わせ令和３年度から令和１２年度まで
の１０年間としておりますが、計画期間中であっても、社
会経済情勢の変化や施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応
じて見直しを行います。

34 全体を
通じて

防災意識の向上、防災組織の強化などに、「共助」が多く含まれている。
市は、市民に対して「共助」そのものを求めても期待は出来ないであろう。
「共助」参加の義務化や参加者等の優遇制度を含めた、制度の改善を提案す
る。

現状の市民感覚には、防災面の助けは「公助」を期待するが、自分が助ける方
に回る「共助」は行わないとする風潮である。
これは、昨今の自治会加入率の低下がそれを物語っている。
市民参加の行事や避難所運営をはじめとする防災活動の多くは、自治会の各地
区役員や各自治会の自治会員によって行われているのが現状ですが、参加者や
参加団体には何らメリットがない。
これらに直接的な関係者（「共助」等の活動者など）や自治会会員など間接的
な関係者に対して優遇処置を与えるなどの、自治会加入者と未加入者の差別化
を行う。
これにより、自治会加入率の向上や地域防災力の向上を図ることを提案する。

Ｃ

いただいた御意見は、今後の取り組みの参考にさせていた
だきます。

自治会加入率の低下については市および秦野市自治会連合
会でも問題として捉え、打開策等を検討する専門委員会を
令和２年度より設立しています。
現状では、自治会加入者への優遇措置、未加入者との差別
化を行うことは難しいですが、加入していることへのメ
リット（自治会加入者と未加入者への区別化）等も含め、
自治会加入率の向上や地域防災力の向上について検討を行
います。

※このほかに、「字句の訂正や文言の整理等」に対する御意見・提案等については、適宜、参考とさせていただきました。
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